
春日部市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

春日部市職員の給与に関する条例（平成１７年条例第５２号）の一部を次のように改正す

る。 

(1) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句をそれに対応する改正後の欄の下線が引

かれた字句に改める。 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第17条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以

下この条から第17条の３までにおいてこれらの

日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する

職員に対して、それぞれ基準日の属する月の規

則で定める日（次条及び第17条の３第１項にお

いてこれらの日を「支給日」という。）に支給

する。これらの基準日前１か月以内に退職し、

又は死亡した職員（第19条第６項の規定の適用

を受ける職員及び規則で定める職員を除く。）

についても、同様とする。 

第17条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以

下この条から第17条の３までにおいてこれらの

日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する

職員に対して、それぞれ基準日の属する月の規

則で定める日（次条及び第17条の３第１項にお

いてこれらの日を「支給日」という。）に支給

する。これらの基準日前１か月以内に退職し、

若しくは地方公務員法第16条第１号の規定に該

当して同法第28条第４項の規定により失職し、

又は死亡した職員（第19条第６項の規定の適用

を受ける職員及び規則で定める職員を除く。）

についても、同様とする。 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基

準日現在（退職し、又は死亡した職員にあって

は、退職し、又は死亡した日現在）において職

員が受けるべき給料及び扶養手当の月額並びに

これらに対する地域手当の月額の合計額とす

る。 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基

準日現在（退職し、若しくは失職し、又は死亡

した職員にあっては、退職し、若しくは失職

し、又は死亡した日現在）において職員が受け

るべき給料及び扶養手当の月額並びにこれらに

対する地域手当の月額の合計額とする。 

第17条の２ 第17条の２ 

(２) 基準日から当該基準日に対応する支給日

の前日までの間に地方公務員法第28条第４項

の規定により失職した職員

(２) 基準日から当該基準日に対応する支給日

の前日までの間に地方公務員法第28条第４項

の規定により失職した職員（同法第16条第１

号の規定に該当して失職した職員を除く。）

(３) 基準日前１か月以内又は基準日から当該

基準日に対応する支給日の前日までの間に離

職した職員（前２号に掲げる者を除く。）

で、その離職した日から当該支給日の前日ま

での間に禁錮以上の刑に処せられたもの 

(３) 基準日前１か月以内又は基準日から当該

基準日に対応する支給日の前日までの間に離

職した職員（前２号に掲げる者を除く。）

で、その離職した日から当該支給日の前日ま

での間に禁錮
こ

以上の刑に処せられたもの 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第18条 勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以

下この条においてこれらの日を「基準日」とい

う。）にそれぞれ在職する職員に対し、その者

の基準日以前における規則で定める期間の人事

評価の結果及び基準日以前６か月以内の期間に

第18条 勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以

下この条においてこれらの日を「基準日」とい

う。）にそれぞれ在職する職員に対し、その者

の基準日以前における規則で定める期間の人事

評価の結果及び基準日以前６か月以内の期間に



おける勤務の状況に応じてそれぞれ基準日の属

する月の規則で定める日に支給する。これらの

基準日前１か月以内に退職し、又は死亡した職

員（規則で定める職員を除く。）についても、

同様とする。 

おける勤務の状況に応じてそれぞれ基準日の属

する月の規則で定める日に支給する。これらの

基準日前１か月以内に退職し、若しくは地方公

務員法第16条第１号の規定に該当して同法第28

条第４項の規定により失職し、又は死亡した職

員（規則で定める職員を除く。）についても、

同様とする。 

２ ２ 

(１) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員

当該職員の勤勉手当基礎額に、当該職員がそ

れぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した

職員にあっては、退職し、又は死亡した日現

在。次項において同じ。）において受けるべ

き扶養手当の月額及びこれに対する地域手当

の月額の合計額を加算した額に100分の92.5

を乗じて得た額の総額 

(１) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員

当該職員の勤勉手当基礎額に、当該職員がそ

れぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職

し、又は死亡した職員にあっては、退職し、

若しくは失職し、又は死亡した日現在。次項

において同じ。）において受けるべき扶養手

当の月額及びこれに対する地域手当の月額の

合計額を加算した額に100分の92.5を乗じて

得た額の総額 

（会計年度任用職員の給与） （臨時的に任用される職員の給与） 

第18条の２ 地方公務員法第22条の２第１項に規

定する会計年度任用職員の給与については、別

に条例で定める。 

第18条の２ 地方公務員法第22条第５項の規定に

より臨時的に任用される職員の給与について

は、別に条例で定める。 

（休職者の給与） （休職者の給与） 

第19条 第19条 

６ 第２項又は第３項に規定する職員が、これら

の規定に規定する期間内で第17条第１項に規定

する基準日前１か月以内に退職し、又は死亡し

たときは、同項の規定により規則で定める日

に、それぞれ第２項又は第３項の規定の例によ

る額の期末手当を支給することができる。ただ

し、規則で定める職員については、この限りで

ない。 

６ 第２項及び第３項に規定する職員が、当該各

項に規定する期間内で第17条第１項に規定する

基準日前１か月以内に退職し、若しくは地方公

務員法第16条第１号の規定に該当して同法第28

条第４項の規定により失職し、又は死亡したと

きは、同項の規定により規則で定める日に、当

該各項の例による額の期末手当を支給すること

ができる。ただし、規則で定める職員について

は、この限りでない。 

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第１８条の２の改正規定以外の

改正規定及び次項の規定は、令和元年１２月１４日から施行する。

（経過措置）

２ 令和元年１２月１４日前に成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るた

めの関係法律の整備に関する法律（令和元年法律第３７号）第４４条の規定による改正前

の地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条第１号の規定に該当して同法第 



２８条第４項の規定により失職した職員に係る期末手当及び勤勉手当の支給については、

改正後の第１７条第１項及び第４項、第１７条の２第２号（第１８条第６項及び第１９条

第７項において準用する場合を含む。）、第１８条第１項及び第２項第１号並びに第１９

条第６項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 


